別記第１号様式（第４条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

御坊市長　

法人・団体名

法人・団体住所

代表者名

電話番号
　

　公の施設に係る指定管理者の募集について、下記のとおり申請します。
１　施設の名称及び所在地
	施設の名称
	

	施設の所在地
	


２　提出書類
　□⑴　法人の登記事項証明書（法人の場合）

　□⑵　団体の定款、寄附行為、規約その他これらに相当する書類

　□⑶　代表者の身分証明書（非法人の場合）

　□⑷　申込資格に関する申立書（別記第２号様式）

　□⑸　国税及び地方税の納税証明書（募集要項の配布開始以降に交付されたもの）又は納税義務がない旨及びその理由を記載した申立書（別記第２号様式）

　□⑹　管理を行う公の施設の事業計画書（任意様式）

　□⑺　管理に係る収支予算書（任意様式）

　□⑻　前事業年度の収支（損益）計算書又はこれらに相当する書類（既に財産的取引活動をしている団体のみ）

　□⑼　前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類（作成しているもののみ）

　□⑽　現事業年度の収支予算書及び事業計画書（既に財産的取引活動をしている団体及び新たに指定管理者になろうとする施設の業務以外の事業を開始する団体のみ）
　□⑾　団体の事業報告書を作成している場合は、当該報告書

　□⑿　団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれらに相当する書類

· 提出する書類の□欄にチェックをしてください。
３　担当者連絡先

	


別記第２号様式（第４条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

御坊市長　様

法人・団体名

法人・団体住所

代表者名

電話番号
　

御坊駅前駐車場の指定管理者の募集に係る申請書類について、下記のとおり申し立てします。
記
· 以下の事項のいずれにも該当しない。
⑴　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されている団体
⑵　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）又は破産法（平成１６年法律第７５号）等の規定に基づき更生、再生又は破産手続等をしている団体
⑶　国税及び地方税を滞納している団体
⑷　地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある団体
⑸　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う団体
⑹　役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるものの代表者又は管理人を含む。）のうちに、次のいずれかに該当する者がいる団体
ア　法律行為を行う能力を有しない者
イ　破産者で復権を得ない者
ウ　禁錮以上の刑に処され、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者
エ　公務員で懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者
オ　指定管理者の指定を委託とみなした場合に、自治法第９２条の２、同法第１４２（同条を準用する場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触することとなる者
　　カ　御坊市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）と認められる者
　　キ　自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、御坊市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員等を利用するなどしている者
　　ク　暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の活動、維持運営に協力し、若しくは関与している者
　　ケ　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者
　　コ　暴力団又は暴力団員等であると知りながら不当に利用するなどしている者
· 国税及び地方税の納税義務がない。
（理由）
· 該当する□欄にチェックをしてください。

